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☑古賀市の魅力と地域資源

☑「アナログ規制見直し」モデル自治体

☑デジタル田園都市国家構想
・ＡＩオンデマンドバス「のるーと古賀」

・インキュベーション施設「快生館」

☑公民連携
・「ＧＸ×ＤＸ」推進（ＯＺＣａＦ・㈱ピエトロ）

・仮名加工情報の活用（福岡工業大学）

・ビッグデータの活用（㈱グルーヴノーツ）

・行政DX連携協定（凸版印刷㈱）
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面 積 ： 4,207 ha

人 口 ： 58,786 人

世帯数 ： 23,618 世帯

古 賀 市

※R2国勢調査

◆自然に恵まれたまち

古賀市は、東側に緑豊かな山々、西側には白砂

青松の美しい海岸線、市内のいたるところを

川が流れる自然豊かなまちです。

◆交通や情報のアクセスに

恵まれたまち

九州最大の都市「福岡市」に隣接し、JR鹿児島

本線、国道3号線、九州自動車道古賀インター

など交通や情報のアクセスに恵まれたまちで

す。

◆特産品

・ 山見坂ネーブル ・博多あまおう

・ 花鶴饅頭 ・清酒 大観

・ 古賀市ブランド「焦がし商品」

・ ニビシ醤油 ・ピエトロドレッシング 等

地域資源福岡県古賀市の魅力



自治体業務の効率化に向けた取組の経緯
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デジタル化業務効率化

全ての事務事業の詳細棚卸し

古賀市情報通信技術を活用

した行政の推進に関する条例

業務の自動化・効率化

デジタルデータの公開・活用

ノーコードツール活用 電子申請・

セグメント情報発信

モデル自治体採択

Chat GPT

トライアル利用で新たな業務効率化を模索



地方公共団体におけるアナログ規制の見直しに係る課題調査について

○ 全国から公募したモデル自治体の条例・規則等を点検

し、特に見直しの効果が見込まれるアナログ規制を抽出

○ 国の法令の見直し状況も踏まえて見直し案を検討

○ 併せて、導入可能な技術の検討や、技術代替した場合

に期待される効果等を整理

事業概要
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○ モデル自治体の意向を聴取した上、当

該団体において見直しのニーズが高い

業務分野を重点的に分析

 消防・防災

 医療・福祉・健康

 子育て

 環境

 農林水産業

 土木・インフラ

※ 条例・規則に加え、要綱・要領・通知・ガイド

ライン等も対象とする。

（
対
象
と
す
る
業
務
分
野
の
例
）

・ 令和５年2月24日～3月17日にかけて、全国の地方公共団体（都道

府県、政令市、一般市町村）を対象にモデル自治体の公募を実施

北海道、埼玉県、香川県、宮崎県、相模原市、

町田市、国分寺市、平塚市、川西市、高松市、坂出市、さぬき市、古賀市

※ 既に独自に見直しの取組に着手している先行団体（大分県、福岡市）にも、別途、オブザー

バとしての協力を依頼

⇒ 計15団体と連携し、令和５年４月以降、調査開始

モデル自治体の公募・選定検討対象のイメージ

デジタル臨時行政調査会事務局

採択結果
デジタル庁
（デジ臨調事務局）

モデル自治体

協力依頼
課題を共有

シンクタンク等
・アナログ規制の洗い出し
・見直し案の検討等

見直し提案

支援

業務委託

支援

スキームイメージ

調査・検討の結果は、「地方公共団体におけるアナログ規制の点検・見直しマニュアル」
（令和４年11月18日）の改訂などにより、全国の地方公共団体に共有

採択結果

⇒ 地方公共団体におけるデジタル改革のモデルケースを創出し、全国の取組を促進

「アナログ規制見直し」モデル自治体デジタル庁



今後のスケジュール
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全国の地方公共団体における取組を促進・支援

• 令和５年３月 モデル自治体の公募、採択団体発表

• 令和５年４月以降 受託事業者決定（業務委託）、調査スタート

※ 先進的な取組については、適宜、共創PF等を通じ全国に共有

• 令和５年12月頃
「地方公共団体におけるアナログ規制の点検・見直しマニュアル」の改訂

「アナログ規制見直し」モデル自治体デジタル庁

令和５年4月24日
河野太郎デジタル担当大臣に面会。
アナログ規制見直しに取り組む方針
と共に、これからご紹介する古賀市
のデジタル推進状況を説明しました。
大臣からは引き続き積極的に取り
組み、地方自治体におけるデジタル
推進の機運を高めてほしいとの激
励をいただきました。



デジタル田園都市国家構想交付金を活用①

ＡＩオンデマンドバス「のるーと古賀」を導入！

・花鶴丘、日吉台、鹿部（一定の人口密度と規模があり、市平均と比較して高齢化
率が高く、地域内に高低差のある区域）
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導入地域

地域の移動ニーズにきめ細かに対応 × 運行経路・時間の最適化

利用者の希望に応じてＡＩが最適な運行ルートを考えながら運行
（※利用が進むことでＡＩが学習し、さらに効率的に！！）

ＡＩの活用地域公共交通



8

デジタル田園都市国家構想交付金を活用②

温泉旅館を改装したインキュベーション施設「快生館」

１Ｆコワーキングスペース ２Ｆ サテライトオフィス ２Ｆ フリースペース

温泉 外観・ウッドテラス

※地域事業者による蚤の市の様子

※その他、１Ｆ宿泊スペースもあり（ 企業合宿・ワーケーションの問合せ急増中！ ）

３Ｆ フリースペース

新たなビジネス創出温泉付テレワーク



地域内外の方と一緒に 人が集う ”共創の仕掛けづくり”を
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地域活性化快生館

事業関係者や進出企業の他、地域内外の事業者や住民を巻き込んだ
プロジェクトやイベントを実施しています。



市外から来た人と地域の人が一緒に・・・快く生きる場
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チャレンジする人が集い つながり 掛け合わさることで 快く生きる場に

さまざまな人の交わりによりコミュニティを創出し
人と人のつながりにより課題解決をめざします

※大手ＩＴ企業のサテライトオフィス進出も実現しました！！



脱炭素社会へのキーワードは 「オール古賀」「GX×DX」

行政である古賀市はもちろん、市民や学校、企業、団体など

誰一人取り残さず全員で連携して脱炭素社会の実現へ。

「GX」の推進は、「DX」と密接に連動することで相乗効果が生まれる。

ゼロカーボン推進公民連携

公民連携①

「ＧＸ×ＤＸ」（ＯＺＣａＦ・㈱ピエトロ）



☑ OZCaFと包括連携協定を締結

令和５年２月６日

「一般社団法人 OSAKAゼロカーボン・

スマートシティ・ファウンデーション（OZCaF）」と

包括連携協定を締結。

包括的な連携をもとに協働によって互いの資源や知見を

有効に活用し、地域活性化及び住民サービスの向上を図

ることを目的としている。

【協定項目】

・ゼロカーボンシティの実現に関すること

・公民連携プラットフォームづくり及び、企業・大学等との

連携強化に関すること

・スマートシティに関すること

・その他、両地域の成長・発展に資すること

ＯＺＣａＦ古賀市



☑
「企業連携」という課題への取組 ①

脱炭素に向けた取組のスタートラインは 、

自社で「どれくらいCO2を排出しているか」を知ること。

令和４年１２月５日

「株式会社ピエトロ」と包括連携協定を締結。

ピエトロでは 環境に特化したプロジェクトチームが発足

しており、「食育」や「環境問題」など様々な分野で連携し

取り組みを進めていく。

令和4年1２月より、株式会社ピエトロにおいて

「CO2排出量の見える化システム」を試行。

※試行の結果は企業向け脱炭素セミナー(R５新規事業)で報告予定。

市内企業を対象にした令和5年度以降の新規事業として

エネルギーとCO2排出量の見える化実証事業へ展開してい

く。

▼

㈱ピエトロ古賀市



仮名加工情報を用いたデータサイエンスに関する連携協定締結式（R4.11）

福岡工業大学古賀市

公民連携②

仮名加工情報を用いたデータサイエンス（福岡工業大学）



https://www.ppc.go.jp/news/kaiseihou_feature/

データサイエンス仮名加工情報



データサイエンス連携協定のねらい

•機械学習などによる新たな気づき
→ 社会課題解決

•データドリブン型経営への転換
→ 予算、人的・物的資源の適正配分

• scikit-learnなど充実した機械学習ライブラリ
→ 理工系学生なら容易に習得可能

•実データを用いた演習・研究機会の提供
→ PBL(課題解決型学習)で利用
優秀なAI人材育成に

データサイエンス公民連携



・データを活用した政策立案など行政事務の効率化・高度化
・データを政策の立案や検証に活かせる人材の育成
・テクノロジー教育の支援などによる市民サービスの向上
・ウェルビーイング指標の利活用に向けた研究
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連携によりめざす取組

データの活用政策立案・検証

古賀市 ㈱グルーヴノーツ×
・量子コンピュータやAI（人工知能）など
先端テクノロジーを活用したデータ活用

公民連携③

データを活用した政策立案等の推進に関する協定締結



行政DX推進協定締結式（R4.04）

凸版印刷㈱古賀市

公民連携④

行政DX推進協定（凸版印刷株式会社）



ぴったりサービス利活用推進公民連携



将来世代によりよい社会を継承するためには

限りある地域資源を最大限有効に活用し、

持続可能な自治体運営を図る必要があります。

古賀市はこれからも ‟連携“ を意識しつつ

DX推進 を図ります‼


